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 競争参加申込期限 令和６年２月14日午後
４時
 入札書の受領期限 令和６年２月16日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和６年２月19日午
前11時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち、最
低の価格をもって入札した者を落札者とする
ことがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Takayuki Akita,

Vice President, Financial Affairs Departm‑

ent, National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Software Maintenance Specifica‑

tion for Enterprise Resource Planning Sys‑

tem : 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2024 th‑

rough 7 April 2025

 Fulfillment place : Head Office

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures. Further‑

more, minors, person under conservator‑

ship, and person under assistance, who

have obtained the consent necessary for

concluding a contract, may come under

this qualification in cases involving spe‑

cial reasons within the said article.

 Not come under Article 62 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A, or B in terms of the

qualifications for participating in tenders

for offer of service by the Ministry of Fi‑

nance Japan (all ministries／agencies) or
the National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency, in the fis‑

cal years 2022, 2023, and 2024.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 16 Feb‑

ruary 2024

 Contact point for the notice : Keiko

Sawada, Procurement Contract Division,

Financial Affairs Department, National

Printing Bureau, Incorporated Administra‑

tive Agency, 225 Toranomon Minato‑
ku, Tokyo 1058445 Japan TEL 03
68934620
 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年 12 月 25 日
独立行政法人日本スポーツ振興センター

契約担当役 理事長 芦立 訓
◎調達機関番号 576 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75、78
 購入等件名及び数量 国立代々木競技場管
理・運営業務 一式

 調達件名の特質等 仕様書（要求水準書）
のとおり
 履行期間 令和６年４月１日から令和11年
３月31日まで
 履行場所 仕様書（要求水準書）のとおり
２ 入札方法
落札者の決定は、総合評価落札方式をもって
行うので、技術提案書を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された金
額に当該金額の10パーセントに相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
３ 競争参加資格
 独立行政法人日本スポーツ振興センター契
約事務取扱規程（平成15年度規程第49号）第
２条及び第３条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同第２条中、特別の理由があ
る場合に該当する。
 暴力団又は暴力団関係者ではなく、かつ暴
力団又は暴力団関係者と社会的に非難される
べき関係を有していないものであり、「誓約
書」に誓約できる者であること。
 令和４・５・６年度全省庁統一資格におい
て、「役務の提供等」の「Ａ」の等級に格付け
されている者であること。ただし、下記に定
める入札参加グループで入札に参加する場合
においては、グループ企業に限り、同「Ｂ」
等級に格付けされている者の参加も可とす
る。
 入札参加グループでの入札について
ア 単独で本業務の内容の全てが担えない場
合は、適正に業務を遂行できる入札参加グ
ループで参加することができる。その場合、
入札書類提出時までに入札参加グループを
結成し、代表企業及び代表者を定め、他の
者はグループ企業として参加するものとす
る。その際、代表企業及びグループ企業は、
入札参加グループ結成に関する協定書（又

はこれに類する書類）を作成し提出するこ
と。なお、同一の入札単位において、代表
企業及びグループ企業が、他の入札参加グ
ループに参加、若しくは単独で入札に参加
することはできない。
イ 代表企業及びグループ企業のすべてが本
業務の競争参加資格の要件を満たすこと。
ただし、法定資格については、当該資格を
要する業務を実施する者が満たしているも
のとし、その他の要件については全ての入
札参加グループの企業が満たしているもの
とする。
ウ 業務途中における入札参加グループから
の脱退 代表企業及びグループ企業は、原
則として本業務を完了する日までは入札参
加グループから脱退することはできない。
エ 業務途中における参加企業の脱退に対す
る処置 参加企業のうち、いずれかが業務
途中において破産又は解散等により脱退す
る場合においては、発注者の承認を得て、
残存参加企業が共同連帯して当該参加企業
の分担業務を完了するものとする。ただし、
残存参加企業のみでは適正な履行の確保が
困難なときは、残存参加企業全員及び発注
者の承認を得て、新たな構成員を当該入札
参加グループに加入させ、当該参加企業を
加えた参加企業が共同連帯して破産又は解
散した参加企業の分担業務を完了するもの
とする。

 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと。た
だし、基準に該当する者の全てが入札参加グ
ループの代表企業以外のグループ企業である
場合を除く。
なお、上記の関係がある場合に、辞退する
者を決めることを目的に当事者間で連絡をと
ることは、独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターが定める競争加入者心得８の２の規定
に抵触するものではないことに留意するこ
と。
ア 資本関係 次のいずれかに該当する二者
の場合。ただし、子会社（会社法第２条第
３号の規定による子会社をいう。以下同
じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２
条第７項に規定する更生会社又は民事再生
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